
（単位：千円）

【流動資産】 【 5,564,948 】 【流動負債】 【 5,428,988 】

現 金 及 び 預 金 327,605 買 掛 金 3,437,735

売 掛 金 835,299 関 係 会 社 短 期 借 入 金 730,704

商 品 3,799,020 一 年 内 返 済 予 定 長 期 借 入 金 279,776

貯 蔵 品 6,196 リ ー ス 債 務 135,787

前 払 費 用 76,457 未 払 金 245,856

未 収 入 金 446,190 未 払 法 人 税 等 209,556

そ の 他 74,179 未 払 消 費 税 等 37,579

未 払 費 用 120,880

前 受 金 6,170

預 り 金 107,316

賞 与 引 当 金 115,000

そ の 他 2,625

【固定資産】 【 9,841,210 】 【固定負債】 【 2,634,038 】

（有形固定資産） （ 8,477,206 ） 長 期 借 入 金 620,459

建 物 5,310,710 リ ー ス 債 務 519,411

構 築 物 308,488 退 職 給 付 引 当 金 515,178

車 両 運 搬 具 1,641 資 産 除 去 債 務 409,503

工具、器具及び備品 143,035 長 期 未 払 金 553,335

土 地 1,873,230 長 期 預 り 保 証 金 16,150

リ ー ス 資 産 575,533

建 設 仮 勘 定 264,567

8,063,026

（無形固定資産） （ 6,642 ）

借 地 権 1,081

ソ フ ト ウ エ ア 3,347 【Ⅰ株主資本】 【 7,341,348 】

電 話 加 入 権 2,214 （資本金） （ 29,900 ）

（利益剰余金） （ 7,311,448 ）

（投資その他の資産） （ 1,357,361 ） 利 益 準 備 金 　 7,475 　

投 資 有 価 証 券 68,858 そ の 他 利 益 剰 余 金 7,303,973

出 資 金 2,112 別 途 積 立 金 186,000

長 期 貸 付 金 9,148 繰越利益剰余金 7,117,973

長 期 前 払 費 用 29,471 （ 当 期 純 利 益 ） （ 883,440 ）

差 入 保 証 金 875,621 【Ⅱ評価・換算差額等】 【 1,784 】

繰 延 税 金 資 産 363,256 その他有価証券評価差額金 1,784

保 険 積 立 金 8,166

そ の 他 726

7,343,132

15,406,159 15,406,159

貸   借   対   照   表
2023年２月28日現在

資 産 の 部 負 債 の 部

勘  定  科  目 金        額 勘  定  科  目 金        額

負 債 合 計

純 資 産 の 部

純 資 産 合 計

資 産 合 計 負 債 純 資 産 合 計



個 別 注 記 表 

 

１．重要な会計方針に係る事項に関する注記 

 (1) 有価証券の評価基準及び評価方法 

       その他有価証券 

         ① 時価のあるもの 

決算日の市場価格等に基づく時価法（評価差額は全部純資産直入法に

より処理し、売却原価は移動平均法により算定しております。） 

         ② 時価のないもの 

移動平均法による原価法 

 (2) たな卸資産の評価基準及び評価方法 

商品   売価還元法による原価法（収益性の低下による簿価切下げの方法） 

貯蔵品   最終仕入原価法（収益性の低下による簿価切下げの方法） 

 (3) 固定資産の減価償却の方法 

有形固定資産(リース資産を除く) 

定率法 

ただし、1998 年４月 1日以降に取得した建物、2016 年４月 1日以降に取

得した建物附属設備、構築物については、定額法を採用しております。 

        無形固定資産(リース資産を除く) 

定額法 

なお、自社利用のソフトウエアについては、社内における利用可能期間（５

年）に基づく定額法を採用しております。 

       リース資産 

所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産 

リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法によっております。 

なお、所有権移転外ファイナンス・リース取引のうち、リース取引開始日

がリース取引会計基準の改正適用初年度開始前のものについては、通常の

賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理によっております。 

投資その他の資産（長期前払費用） 

定額法 

 (4) 引当金の計上基準 

貸倒引当金      債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権について

は貸倒実績率により、貸倒懸念債権等の特定債権については

個別に回収可能性を検討し、回収不能見込額を計上すること

としております。 

賞与引当金      従業員に支給する賞与に備え、支給見込額のうち当事業年

度に負担する金額を計上しております。 

退職給付引当金  従業員の退職給付に備えるため、当事業年度末において発

生していると認められる退職給付債務の見込額を計上して

おります。 

 

 



 (5) 消費税等の会計処理方法 

消費税等の会計処理は、税抜方式によっております。 

なお、控除対象外消費税等については、発生事業年度の期間費用としておりま

す。 

(6) 収益及び費用の計上基準 

        当社は主に店舗において食品や日用品などの商品の販売を行っており、顧客に

対して商品を引き渡す履行義務を負っております。これらの商品の販売 は 、

顧客に商品を引渡した時点で顧客が商品に対する支配を獲得し、履行義務が充

足されることから、当該商品の引渡し時点で収益を認識しております。 

なお、商品の販売のうち、消化仕入など当社の役割が代理人に該当すると判断

したものについては、顧客から受け取る対価の総額から仕入先に対する支払

額を差し引いた純額で収益を認識しております。 

 

２．会計方針の変更に関する注記  

(1) 収益認識に関する会計基準等の適用 

「収益認識に関する会計基準」（企業会計基準第 29 号 2020 年 3 月 31 日、

以下「収益認識会計基準」という）等を当事業年度の期首から適用しておりま

す。 

収益認識会計基準等の適用については、収益認識会計基準第 84 項ただし書き

に定める経過的な取扱いに従っておりますが、利益剰余金の当期首残高へ与え

る影響はありません。    

この結果、従来の方法と比べて、当事業年度の売上高が 1,007,425 千円、売上

原価が313,515千円、販売費及び一般管理費693,910千円減少しておりますが、

営業利益、経常利益及び税引前当期純利益に与える影響はありません。 

(2)時価の算定に関する会計基準等の適用 

「時価の算定に関する会計基準」（企業会計基準第 30 号 2019 年７月４日。以下

「時価算定会計基準」という。）等を当事業年度の期首から適用し、時価算定会計

基準第 19 項及び「金融商品に関する会計基準」（企業会計基準第 10 号 2019 年７

月４日）第 44-２項に定める経過的な取扱いに従って、時価算定会計基準等が定め

る新たな会計方針を、将来にわたって適用することとしております。なお、計算書

類に与える影響はありません。 

 

３．貸借対照表に関する注記 

有形固定資産の減価償却累計額       4,113,100 千円 

減価償却累計額には、減損損失累計額が含まれております。 

関係会社に対する金銭債権・債務 

関係会社に対する短期金銭債権 398,644 千円 

関係会社に対する長期金銭債権 3,090 千円 

関係会社に対する短期金銭債務 784,074 千円 

 

 

 

 



４．損益計算書に関する注記 

関係会社との取引高 

営業取引による取引高 

仕 入 高 487,258 千円 

販売費及び一般管理費 351,495 千円 

営業取引以外の取引による取引高 

雑 収 入 617 千円 

 

 

 

 

５．株主資本等変動計算書に関する注記 

(1) 発行済株式の種類及び総数並びに自己株式の種類及び株式数に関する事項 

株式の種類 
前事業年度末 

株式数(株) 
当事業年度増加

株式数(株) 
当事業年度減少

株式数(株) 
当事業年度末 
株式数(株) 

発行済株式     

普通株式 598 ― ― 598 

合計 598 ― ― 598 
 
 (2) 配当に関する事項 

①配当金支払額  

決議 株式の種類 配当金の総額 1 株当たり配当額 基準日 効力発生日 

2022 年 5 月 17 日 

定 時 株 主 総 会 
普通株式 118,548 千円 198,241 円 2022 年 2 月 28 日 2022 年 5 月 21 日 

2022 年 10 月 15 日 

取締役会 
普通株式 118,556 千円 198,255 円 2022 年 8 月 31 日 2022 年 10 月 30 日 

② 基 準 日 が 当 事 業 年 度 に 属 す る 配 当 の う ち 、 配 当 の 効 力 発 生 日 が 翌 事 業 年 度 と な る も の  

決議 株式の種類 配当の原資 配当金の総額 1 株当たり配当額 基準日 効力発生日 

2023 年 5 月 17 日 

定時株主総会 
普通株式 利益剰余金 124,821千円 208,731 円 2023 年 2 月 28 日 2023 年 5 月 29日 

 

６．税効果会計に関する注記 

繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳 

(繰延税金資産) 

賞与引当金                         39,399 千円 

未払事業税                          22,297 千円 

減価償却超過額            25,430 千円 

資産除去債務            140,295 千円 

退職給付引当金           176,500 千円 

役員退職金             187,248 千円 

その他有価証券評価差額金             △929 千円 

その他                              34,684 千円 

繰延税金資産小計                   624,925 千円 



評価性引当額                     △181,840 千円 

繰延税金資産合計                   443,085 千円 

(繰延税金負債) 

資産除去債務に対する除去費用      △79,828 千円 

繰延税金負債合計                  △79,828 千円 

繰延税金資産の純額                 363,256 千円 

 

 

７．関連当事者との取引に関する注記 

親会社  

属性 
会社等の名
称又は氏名 

議決権
の所有
(被所
有)割合 

関連当
事者と
の関係 

取引の
内容 

取引金額
(千円) 

科目 
期末残高
(千円) 

親会社 
ウエルシア
ホールディ
ングス㈱ 

(被所
有) 

100％ 

資 金 の

借入 

経 営 指

導 

資金の借

入 

経営指導

料の支払 

382,796 

 

 

87,684 

関 係 会

社 短 期

借入金 

730,704 

 

役員及び個人主要株主等 

属性 
会社等の名
称又は氏名 

議決権
の所有
(被所
有)割合 

関連当
事者と
の関係 

取引の
内容 

取引金額
(千円) 科目 

期末残高
(千円) 

役員 
櫻井 清 
(注)1 

－ 
連 帯 保
証 

店舗賃貸
借契約の
連帯保証 

 5,648 － － 

役員 
今 寿 
(注)1 

－ 
連 帯 保
証 

店舗賃貸
借契約の
連帯保証 

 7,920 － － 

役員及び
その近親
者が議決
権の過半
数を所有
している
会社等 

㈱いきいき 
(注)2 

－ 
役 員 の
兼任 

商品の販
売(注)4 

 1,154 売掛金 － 

建物の賃
貸(注)5 

8,489 
前受金 2,827 

長 期 
預り金 

2,830 

㈱Ｗ・ハッピー 

(注)3 
－ 

役 員 の
兼任 

土地の賃
貸(注)5 

1,800 
前受金 600 

長 期 
預り金 

3,600 

取引条件及び取引条件の決定方針等 

（注） １．当社代表取締役で、3店舗の家賃であり、それぞれ代表取締役の期間の金額です。 

２．当社取締役櫻井清及びその近親者（当社取締役櫻井寛・櫻井英男・櫻井均を含む）

が議決権の 100％を直接保有しております。 

３．当社取締役櫻井清が議決権の 100％を保有しております。 

４．商品の販売は、一般の取引条件と同様であります。 

５．賃貸料は、近隣類似物件の賃借料を参考に決定しております。 

６．取引金額には消費税等を含めておりません。期末残高には消費税等を含めており

ます。 

 



 

８．収益認識に関する注記 

顧客との契約から生じる収益を理解するための基礎となる情報については、「１．

重要な会計方針に係る事項に関する注記 (6) 収益及び費用の計上基準」に記載

のとおりであります。 

 

９．１株当たり情報に関する注記 

   １株当たり純資産額        12,279,485 円 

   １株当たり当期純利益       1,477,325 円 

 

 

 


